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款 01 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

01款 02項 01目 000100000事業 賦課徴収費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

15 原材料費 合　計 1,084 1,084

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

11 役務費 772 772 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

19 扶助費
05 災害補償費

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　【本年度の計画】
　介護保険事業の財源基礎となる保険料の賦課徴収事務を円滑に行うことができる。
　【本年度の効果】
　介護保険制度の健全な運営に寄与する。
　【令和7年度の評価】
　円滑に徴収業務を遂行することができた。

20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

一般財源 1,084 1,641 △557 1,641

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　介護保険料の賦課徴収に関する経費である。
　【事業の必要性】
　　介護保険料の賦課及び徴収を円滑に行うために必要である。

２．根拠法令
　・介護保険法

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第5次湯梨浜町総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第9期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　SDGｓ　目標３　すべての人に健康と福祉を

５．本年度の計画効果

６．財源の説明
　【一般財源】　1,084千円

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 312 312 25 寄附金

事業

0001 賦課徴収費 (簡略番号：018766) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 1,084 1,641 △557 1,641 1,157

財
源
内
訳

県支出金
事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

総務費 項 徴収費 01 賦課徴収費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

国庫支出金
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款 01 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
01款 03項 01目 001000000事業 広域連合負担金（介護認定審査費）

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

15 原材料費 合　計 3,893 3,893

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

　　　　　　　　　　　更新認定　　　：原則6か月又は12か月　最長48か月
　【令和7年度評価】
　　鳥取中部ふるさと広域連合に介護認定審査会を設置して審査・判定することにより、中
　部地区1市4町における公平な認定及び認定事務の効率化を図ることができた。

６．財源の説明
　【一般財源】3,893千円

23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

報償費 22

14 工事請負費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

災害補償費 20 貸付金

07 償還金､利子及び割引料

08 旅費

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】
　　介護サービスを利用するためには、要介護認定を受ける必要がある。その要介護度を審
　査・判定するため、鳥取中部ふるさと広域連合に介護認定審査会を設置し、要介護度の審
　査・判定を行う。
　【必要性】
　　鳥取中部ふるさと広域連合に介護認定審査会を設置し、中部地区1市4町における公平な
　認定及びその事務の効率化を図る必要がある。

3,893 3,893
04 共済費 19 扶助費
05

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

２．根拠法令
　・介護保険法第14条～第17条

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第5次湯梨浜町総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第9期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【SDGs】目標3 すべての人に健康と福祉を

５．本年度の計画効果
　　介護サービスを利用するために必要な要介護認定事務を行うため、鳥取中部ふるさと広
　域連合に介護認定審査会を設置して要介護度の審査・判定を行うことにより、中部地区1
　市4町における公平な認定及び認定事務の効率化を図ることができる。
　・要介護認定者数　　第9期介護保険事業計画値　946人（令和7年度）　　
　・認定有効期間　    新規・変更認定：原則6か月　最長12か月　　

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 一般財源 3,893 3,216 677 3,612

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

総務費 項 介護認定審査会費 01 介護認定審査会費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業

0010 広域連合負担金（介護認定審査費） (簡略番号：018785) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 3,893 3,216 677 3,612 3,235

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金
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款 01 04 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

01款 04項 01目 001000000事業 計画策定委員会経常経費

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 337 337

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

５．本年度の計画効果

10 需用費 208 208 25 寄附金
11 役務費 21 21 26 公課費

　【事業内容】
　　第９期計画（計画期間：令和6年度～8年度）の進捗管理や取組評価を行いながら、町が
　行う介護保険の健全で適正な運営を図るとともに、高齢者福祉施策の推進を図る。
　【効果】
　　介護保険制度をはじめとする社会保障制度が目まぐるしく変化する中、計画策定から進
　捗管理、評価を行うことで介護保険の安定運営や高齢者施策の推進を図ることができる。
　【令和7年度評価】
　　第９期計画の進捗管理と取組みの評価を行うことで、町の介護保険事業の健全で適正な
　運営と高齢者福祉施策を行うことができた。

６．財源の説明
　【一般財源】337千円

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 108 108 16 公有財産購入費
02 給料

補助単独区分 目的区分 一般財源 337 58 279 58

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】
　　３年を１期として、町が行う介護保険及び高齢者福祉施策の円滑な実施に関する介護保

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

17 備品購入費

　図るとともに、高齢者福祉施策の推進を図る必要がある。また、計画の進捗管理や取組み
　の評価を行うことで、ＰＤＣＡサイクルの推進を図る。

２．根拠法令
　老人福祉法第20条の8・介護保険法第117条

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第５次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第９期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【ＳＤＧｓ】目標３「すべての人に健康と福祉を」

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

12 委託料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

総務費 項 計画策定委員会費 01 計画策定委員会費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

県支出金

　険事業計画・高齢者福祉計画の策定や推進を図るための経費である。
　【事業の必要性】
　　介護保険事業計画・高齢者福祉計画に基づき、町が行う介護保険の健全で適正な運営を

事業

0010 計画策定委員会経常経費 (簡略番号：018869) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 337 58 279 58 18

財
源
内
訳

国庫支出金

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

11

－　3　－



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 01目 011000000事業 介護サ－ビス給付事業

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

15 原材料費 合　計 1,771,604 1,771,604

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初
国庫支出金 03010101201 介護給付費負担金 314,526 322,699
国庫支出金 03020101401 調整交付金 96,830

490,986

11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

106,949
都道府県支出金 05010101401 介護給付費負担金 261,249 268,302

その他 04010101401 介護給付費交付金 478,335

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

19 扶助費
05 災害補償費

　険制度の維持・運営が図られた。

６．財源の説明
　【国庫支出金】411,356千円
　【県支出金】261,249千円
　【その他（支払基金）】478,335千円
　【一般財源】620,664千円
　

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

５．本年度の計画効果
　【事業内容】
　令和8年4月から令和9年3月国保連審査分までの要介護の人が利用したサービスについて、
　保険者負担分の介護給付費を支払うものである。
　【全体事業とその効果】

20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

一般財源 620,664 629,532 △8,868 613,750

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 1,771,604 1,771,604
04 共済費

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】
　介護認定により介護が必要とされた要介護者には、介護支援専門員が作成するケアプラン
　に基づいてサービスが実施される。その費用については利用者の所得に応じ、1割から3割
　を利用者が負担し、残りの9割から7割を介護給付として保険者が負担する。
　【必要性】
　介護保険を安定的に運営するため、介護給付分として保険者の費用負担が必要である。

２．根拠法令
　・介護保険法第4章第3節

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第５次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第９期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【ＳＤＧｓ】目標３「すべての人に健康と福祉を」

　要介護の人が利用した介護サービス費のうち、保険者負担分を給付し介護保険制度の安定
　的運営を図る。
　【令和7年度評価】
　保険給付分として保険者が介護サービス費用を負担することで、財政的に安定した介護保

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

事業

0110 介護サ－ビス給付事業 (簡略番号：018902) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 1,771,604 1,818,468 △46,864 1,818,468 1,791,293

財
源
内
訳

国庫支出金 411,356 429,648 △18,292 471,189
県支出金 261,249 268,302 △7,053 261,248

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 478,335 490,986 △12,651 472,281
補助単独区分 目的区分

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

保険給付費 項 介護サ－ビス等諸費 01 介護サ－ビス給付費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）
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款 02 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 02項 01目 011000000事業 介護予防サ－ビス給付事業

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

国庫支出金 03010101201 介護給付費負担金 8,669 8,107
国庫支出金 03020101401 調整交付金 2,369 2,396

都道府県支出金 05010101401 介護給付費負担金 5,418 5,132
その他 04010101401 介護給付費交付金 11,704

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

15 原材料費 合　計 43,350 43,350

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

10,998

　【その他（支払基金）】11,704千円

　の安定的運営を図る。
　【令和7年度評価】
　保険給付分として保険者が介護予防サービス費用を負担することで、財政的に安定した介
　護保険制度の維持・運営が図られた。

６．財源の説明
　【国庫支出金】11,038千円
　【県費支出金】5,418千円

23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

報償費 22

14 工事請負費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

災害補償費 20 貸付金

07 償還金､利子及び割引料

08 旅費

　【一般財源】15,190千円

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】
　介護認定により要介護状態となる恐れがあり、日常生活に支援が必要とされた要支援者に
　は、予防給付として介護給付とほぼ同内容の在宅サービスが提供される。その費用負担に
　ついては、介護給付と同様である。
　【必要性】
　介護保険を安定的に運営するため、介護予防給付分として保険者の費用負担が必要である
　。

43,350 43,350
04 共済費 19 扶助費
05

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

２．根拠法令
　・介護保険法第4章第4節

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第５次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第９期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【ＳＤＧｓ】目標３「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【事業内容】
　令和8年4月から令和9年3月国保連合会審査分までの要支援の人が利用したサービスについ
　て、保険者負担分の介護予防給付費を支払うものである。
　【効果】
　要支援の人が利用した介護予防サービス費のうち、保険者負担分を給付し介護保険制度

5,132 286 5,418
事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 11,704 10,998 706 11,556
補助単独区分 目的区分 一般財源 15,190 14,103 1,087 13,688

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

保険給付費 項 介護予防サ－ビス等諸費 01 介護予防サ－ビス給付費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業

0110 介護予防サ－ビス給付事業 (簡略番号：018945) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 43,350 40,736 2,614 43,350 39,510

財
源
内
訳

国庫支出金 11,038 10,503 535 12,688
県支出金 5,418
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款 02 04 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 04項 01目 001000000事業 高額介護サ－ビス費

その他 04010101401 介護給付費交付金 11,442 12,650

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 42,378 42,378

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初
国庫支出金 03010101201 介護給付費負担金 8,475 9,371
国庫支出金 03020101401 調整交付金 2,316 2,755

都道府県支出金 05010101401 介護給付費負担金 5,297 5,856

27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

　【第9期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

　【SDGs目標】目標3　すべての人に健康と福祉を

５．本年度の計画効果
　【事業内容】
　　国保連合会での令和8年4月審査分から令和9年3月審査分までの高額介護サービス費と
　令和6年8月から令和7年7月までの高額医療合算介護サービス費を支払うものである。
　【令和7年度評価】
　　1か月に支払った介護サービス費が高額だった要介護認定者の負担軽減を図った。

６．財源の説明
　【国庫支出金】10,791千円
　【県支出金】5,297千円
　【その他（支払基金）】11,442千円
　【一般財源】14,848千円
　

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料

補助単独区分 目的区分 一般財源 14,848 16,220 △1,372 13,381

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】
　　要介護（要支援）認定者が１か月に支払った利用者負担が、一定の上限額を超えたとき

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 42,378 42,378
17 備品購入費

　限額を超えた分が支給される「高額医療・高額介護合算制度」が開始されたほか、令和3
　年8月からは、自己負担の限度額について「現役並み所得相当」である人の区分を細分化
　した新たな限度額が設定された。
　【必要性】
　　要介護（要支援）認定者の負担軽減を図るために必要である。

２．根拠法令
　・介護保険法第51条、第61条

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第5次湯梨浜町総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

12 委託料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

保険給付費 項 高額介護サ－ビス等費 01 高額介護サ－ビス給付費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

県支出金 5,297 5,856 △559 5,297

　は、要介護認定者等に高額介護サービス費として払い戻すものである。
　・対象者：約280人／月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　平成21年度からは、介護保険と医療保険の自己負担額が高額になったときに、一定の上

事業

0010 高額介護サ－ビス費 (簡略番号：018982) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 42,378 46,852 △4,474 42,378 42,893

財
源
内
訳

国庫支出金 10,791 12,126 △1,335 12,403

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 11,442 12,650 △1,208 11,297

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 05項 01目 000100000事業 特定入所者介護サービス費

15 原材料費 合　計 46,361 46,361

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初
国庫支出金 03010101201 介護給付費負担金 7,336 8,005
国庫支出金

7,731 8,707
その他 04010101401 介護給付費交付金 12,517

11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

10

03020101401 調整交付金 2,533 3,024
都道府県支出金 05010101401 介護給付費負担金

　【一般財源】16,244千円

13,884

　施設サービスを利用した低所得者の負担軽減を図ることができた。

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

13 使用料及び賃借料

19 扶助費
貸付金

６．財源の説明
　【国庫支出金】9,869千円
　【県支出金】7,731千円
　【その他（支払基金）】12,517千円

予備費
14 工事請負費

　施設サービスを利用する低所得者の負担軽減を図ることができる。
　【令和7年度評価】

06 恩給及び退職年金 21

需用費 25 寄附金

補償、補填及び賠償金

一般財源 16,244 17,802 △1,558 20,068

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】
　介護保険施設に入所（短期入所を含む。）する要介護者のうち、市町村民税非課税世帯等
　の低所得者で、本人の預貯金等の額が要件以下の人については、所得区分に応じて食費・
　居住費の負担限度額が設定されており、負担限度額を超える食費・居住費は、特定入所
　者介護サービス費として現物給付される。
　【必要性】

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 46,361 46,361
04 共済費
05 災害補償費 20

　施設サービスを利用する低所得者の負担を軽減するために必要である。

２．根拠法令
　・介護保険法第51条の3

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第５次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第９期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【ＳＤＧｓ】目標３「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【事業内容】
　介護保険施設に入所（短期入所を含む。）している要介護者のうち、市町村民税非課税世
　帯等の低所得者に対して、居住費・食事等の現物給付を行うものである。
　【効果】

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

財
源
内
訳

国庫支出金 9,869 11,029 △1,160 11,264
県支出金 7,731 8,707 △976 7,731

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0001 特定入所者介護サービス費 (簡略番号：024383) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 46,361 51,422 △5,061 51,422 49,392

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 12,517 13,884 △1,367 12,359
補助単独区分 目的区分

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

保険給付費 項 特定入所者介護サービス等費 01 特定入所者介護サービス費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）
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款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 01目 000200000事業 筋力トレーニング事業

国庫支出金 03020301100 保険者機能強化推進交付金 300 400
都道府県支出金 05020101001 現年度分介護予防・日常生活支 518 518

負担金 02010101001 現年度分介護予防・日常生活支 307 307
その他 04010201001 地域支援事業支援交付金 1,121 1,119

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 4,456 4,456

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初
国庫支出金 03020201201 現年度分介護予防・日常生活支 1,037 1,038

23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 20 20 25 寄附金
11 役務費 20 20 26 公課費
12 委託料 4,416 4,416 27 繰出金

２．根拠法令
　介護保険法、地域支援事業実施要綱、湯梨浜町地域支援事業実施要綱
　湯梨浜町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第5次湯梨浜町総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第9期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【SDGｓ目標】目標３　すべての人に健康と福祉を

５．本年度の計画効果
　【計画】総合事業対象者、要支援1・2の方に対し、筋力維持のためのトレーニングを実施
　する。
　【効果】筋力維持のためのトレーニング事業を導入することにより、下肢筋力等が強化さ
　れ要介護状態となることを防ぐことができる。
　【令和7年度評価】事業に参加することで介護保険移行の予防ができた。

６．財源の説明
　【国庫支出金】　　　　地域支援事業交付金　　　　25％　　1,037千円
　　　　　　　　　　　　保険者機能強化推進交付金　　　　　　300千円
　【県支出金】　　　　　鳥取県地域支援事業交付金　12.5％　  518千円
　【その他（支払基金）】地域支援事業支援交付金 　 27％　　1,121千円
　【その他（負担金）】　地域支援事業負担金　　　　 　　　　 307千円
　【一般財源】　　　　　　　　                    　　　　1,173千円
　　　　　　　　　　　　　

節 本年度要求 本年度査定 節
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金
06

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 1,428 1,426 2 1,382
補助単独区分 目的区分 一般財源 1,173 1,073 100 1,095

事業期間 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】高齢者がいつまでも元気に在宅で過ごせるよう、運動機能が低下してきた方
　を対象に、理学療法士の指導のもと、専用マシンを使用して膝痛や腰痛等を軽減するため
　に筋力トレーニングを行うものである。
　《対象者》総合事業対象者、要支援1・2
　　《内容》週1回・1年間・定員：8人・4グループ
　【必要性】高齢者が要介護状態にならないで、可能な限り元気で自立した生活を送ること
　ができるよう、運動機能の低下予防に取組む必要がある。

本年度要求 本年度査定

恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

地域支援事業費 項 介護予防・生活支援サービス 01 介護予防・生活支援サービス 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業

0002 筋力トレーニング事業 (簡略番号：024987) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 4,456 4,455 1 4,455 4,438

財
源
内
訳

国庫支出金 1,337 1,438 △101 1,452
県支出金 518 518 526

令 8. 4. 1～令 9. 3.31
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大
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

事業

0014 介護予防・生活支援サービス事業 (簡略番号：035503) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

地域支援事業費 項 介護予防・生活支援サービス 01 介護予防・生活支援サービス 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事 業 費 19,062 18,500 562 21,470 17,784

財
源
内
訳

国庫支出金 7,030 6,894 136 7,190
県支出金 2,382 2,313 69 2,460

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 5,147 4,996 151 5,798
補助単独区分 目的区分 一般財源 4,503 4,297 206 6,022

１．事業の概要と必要性 節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　要支援認定者や総合事業対象者に総合事業による訪問型サービス、通所型サービスを提供 02 給料 17 備品購入費
　する。費用は介護予防給付同様、利用者の所得に応じて自己負担が1割～3割で、9割～7割 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 19,062 19,062
　は介護予防・生活支援サービス事業費から支給される。 04 共済費 19 扶助費
　【必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　要介護状態になる恐れが高い人の日常生活の自立を支援するため、予防給付並みの訪問型 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　サービス、通所型サービスを提供し、介護予防・生活支援を図る必要がある。また、安定 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　的に地域支援事業を実施するために、保険者の費用負担が必要である。 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
　○介護保険法　　○地域支援事業実施要綱 11 役務費 26 公課費
　○湯梨浜町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 19,062 19,062
４．基本計画との関連
　【第５次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち 財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初
　【第９期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】 国庫支出金 03020201201 現年度分介護予防・日常生活支 4,767 4,626
　【ＳＤＧｓ】目標３「すべての人に健康と福祉を」 国庫支出金 03020401100 介護保険保険者努力支援交付金 2,263 2,268

都道府県支出金 05020101001 現年度分介護予防・日常生活支 2,382 2,313
５．本年度の計画効果 その他 04010201001 地域支援事業支援交付金 5,147 4,996
　【計画】令和8年4月の国保連合会審査分から令和9年3月の国保連合会審査分までの要支援
　認定者等が利用した訪問型サービスと通所型サービス事業費を支払うものである。
　【効果】要支援認定者等が利用したサービス事業費を負担することで、利用者の自立支援
　・重度化防止が図られるとともに、安定的に地域支援事業が実施できる。
　【令和7年度評価】介護予防相当サービス費のうち、9～7割を保険者が負担することで要
　支援者等の自立支援・重度化防止を図ることができた。

03款 01項 01目 001400000事業 介護予防・生活支援サービス事業

６．財源の説明 補助金等の名称
　【国庫支出金】地域支援事業交付金　4,767千円　　保険者努力支援交付金　2,263千円 補助基本額 補助率 補助金額
　【県支出金】　　　　　鳥取県地域支援事業交付金　2,382千円
　【その他（支払基金）】地域支援事業支援交付金　　5,147千円

実施
計画

実施計画
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,503千円 計 上 額
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款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 01目 001900000事業 短期集中予防サービス

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 1,605 1,605

財源 科目コード

その他 04010201001 地域支援事業支援交付金 433

国庫支出金 03020301100 保険者機能強化推進交付金 100
都道府県支出金 05020101001 現年度分介護予防・日常生活支 201

　　　　　　　　　　　　保険者機能強化推進交付金　　　　　　100千円
　【県支出金】　　　　　鳥取県地域支援事業交付金　12.5％　  201千円
　【その他（支払基金）】地域支援事業支援交付金 　 27％　　　433千円
　【一般財源】　　　　　　　　                    　　　　　469千円
　　　　　　　　　　　　　

12 委託料 1,580 1,580 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

　【SDGｓ目標】目標３　すべての人に健康と福祉を

科目名称 本年度当初 前年度当初
国庫支出金 03020201201 現年度分介護予防・日常生活支 402

給料 17 備品購入費

５．本年度の計画効果
　【計画】総合事業対象者、要支援1・2の方に対しリハビリ専門職、栄養士、言語聴覚士が
　集中的に関与し、利用者の状態の改善を図る。
　【効果】要支援から状態の改善を図り、対象者は本人の希望の生活が送れるとともに給付
　費の削減となる。
　　※令和8年度新規事業

６．財源の説明
　【国庫支出金】　　　　地域支援事業交付金　　　　25％　　　402千円

10 需用費 20 20 25 寄附金
11 役務費 5 5 26

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

433
補助単独区分 目的区分 一般財源 469 469

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】高齢者がいつまでも元気に在宅で過ごせるよう、フレイル（虚弱）の方を対
　象に、理学療法士・栄養士・言語聴覚士が集中的に関与し、生活機能改善を行うものであ

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02

　【必要性】高齢者が要介護状態にならないで、可能な限り元気で自立した生活を送ること
　ができるよう、フレイル状態からの改善に取組む必要がある。併せて介護給付費が削減で
　きる。

２．根拠法令
　介護保険法、地域支援事業実施要綱、湯梨浜町地域支援事業実施要綱
　湯梨浜町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第5次湯梨浜町総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第9期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

公課費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

地域支援事業費 項 介護予防・生活支援サービス 01 介護予防・生活支援サービス 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

県支出金 201 201

　る。
　《対象者》総合事業対象者、要支援1・2
　　《内容》週1回・3か月・定員：5人　　

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 433

事業

0019 短期集中予防サービス (簡略番号：046269) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 1,605 1,605

財
源
内
訳

国庫支出金 502

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

502
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款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 02目 000100000事業 介護予防ケアマネジメント事業

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

15 原材料費 合　計 1,505 1,505

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初
国庫支出金 03020201201 現年度分介護予防・日常生活支 376 316
国庫支出金 03020401100 介護保険保険者努力支援交付金 200

342

11 役務費 26 公課費
12 委託料 1,505 1,505 27 繰出金

200
都道府県支出金 05020101001 現年度分介護予防・日常生活支 189 158

その他 04010201001 地域支援事業支援交付金 407

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

19 扶助費
05 災害補償費

　総合事業対象者のケアプランについて、必要に応じて居宅介護支援事業所に委託すること
　により適正なケアプランを作成することができた。

６．財源の説明
　【国庫支出金】　　　　地域支援事業交付金　　　25％　  376千円
　　　　　　　　　　　　保険者努力支援交付金　　　　　　200千円
　【県支出金】　　　　　鳥取県地域支援事業交付金12.5％　189千円
　【その他（支払基金）】地域支援事業支援交付金　27％　　407千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　333千円　　　　　

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　【第９期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【ＳＤＧｓ】目標３「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【計画】
　介護予防相当サービス利用者のケアプランの作成と評価を行う。

20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

一般財源 333 252 81 284

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】　
　介護予防相当サービスの利用が必要な人に、その人の状態等にあった適切なサービスが包
　括的かつ効率的に提供されるよう、ケアプランの作成等必要な援助を行うもの。
　【必要性】
　サービス利用者の日常生活自立に向けた介護予防及び日常生活支援を効果的に実施するた
　めには、個々の利用者の状況にあった適切なケアプランに基づいたサービスを提供する必
　要がある。

２．根拠法令
　〇介護保険法　〇地域支援事業実施要綱
　〇湯梨浜町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第５次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち

　【効果】
　適切なケアプランを作成し、ケアプランに基づいたサービスが提供されることで、サービ
　ス利用者の介護予防が図られる。
　【令和7年度評価】

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

事業

0001 介護予防ケアマネジメント事業 (簡略番号：035508) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 1,505 1,268 237 1,361 1,074

財
源
内
訳

国庫支出金 576 516 60 540
県支出金 189 158 31 170

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 407 342 65 367
補助単独区分 目的区分

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

地域支援事業費 項 介護予防・生活支援サービス 02 介護予防ケアマネジメント事 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）
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款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
03款 02項 01目 000100000事業 介護予防把握事業

178
その他 04010201001 地域支援事業支援交付金

補助金等の名称
補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

補助基本額 補助率

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

260 386

国庫支出金 03020201201 現年度分介護予防・日常生活支 240 357
国庫支出金 03020301100 保険者機能強化推進交付金 100 150

都道府県支出金 05020101001 現年度分介護予防・日常生活支 120

09 交際費 24 積立金
10

12 委託料 27 繰出金

　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　242千円
　　　　　　　　　　　　

　【令和7年度評価】フレイル度の判定結果を効果的に活用することで、フレイル予防の啓
　発を行うことができた。

６．財源の説明
　【国庫支出金】　　　　地域支援事業交付金　　　　　　240千円
　　　　　　　　　　　　保険者機能強化推進交付金　　　100千円
　【県支出金】　　　　　鳥取県地域支援事業交付金　　　120千円
　【その他（支払基金）】地域支援事業支援交付金　　　　260千円

15 原材料費 合　計 962 962

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

需用費 49 49 25 寄附金
11 役務費 913 913 26 公課費

償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

20 貸付金

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費
03

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】要介護認定者、総合事業・介護予防事業利用者を除く65歳以上の高齢者に対
　してフレイル度チェックリストを実施し、日々の生活で使われる心身の機能を確認するこ
　とで、フレイル（心身の機能が低下し虚弱になること）のサインを早期に発見して、早期
　の予防に努めるものである。
　【必要性】自分のフレイル度を確認し、フレイルを予防するために活動を実践する人を増
　やすために必要である。

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費

２．根拠法令
　介護保険法　　地域支援事業実施要綱
　湯梨浜町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次湯梨浜町総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり（福祉施策の推進）
　【第9期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【SDGｓ目標】目標３　すべての人に健康と福祉を

５．本年度の計画効果
　【計画】①町の介護保険第1号被保険者にフレイル度チェックリストの配布・回収し、75
　歳未満は公式ラインからの回答可能とする。②フレイル評価結果を紙媒体で75歳以上全員
　に送付する。③フレイル判定結果から、フレイル予防のための教室を開催する。
　【効果】早期にフレイル予防に取り組む人を増やすことで、自立した生活を維持すること
　ができる。また、ハイリスク者は、フレイル予防教室や介護予防事業につなげる。

178 △58 138
事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 260 386 △126 299
補助単独区分 目的区分 一般財源 242 356 △114 366

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

地域支援事業費 項 一般介護予防事業費 01 一般介護予防事業費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業

0001 介護予防把握事業 (簡略番号：035514) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 962 1,427 △465 1,230 940

財
源
内
訳

国庫支出金 340 507 △167 427
県支出金 120
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款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 02項 01目 000200000事業 介護予防普及啓発事業

都道府県支出金 05020101001 現年度分介護予防・日常生活支 77 40
その他 04010201001 地域支援事業支援交付金 167 86

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 620 620

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初
国庫支出金 03020201201 現年度分介護予防・日常生活支 155 79

23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 53 53 25 寄附金
11 役務費 60 60 26 公課費
12 委託料 465 465 27 繰出金

　介護保険法　　地域支援事業実施要綱
　湯梨浜町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次湯梨浜町総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり（福祉施策の推進）
　【第9期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【SDGｓ目標】目標3 すべての人に健康と福祉を

５．本年度の計画効果
　町民が日常生活においてフレイル予防を意識・実践することができるよう、講演会等に
　よる普及啓発活動を行う。高齢者大学とも連携を行う。
　フレイル度チェックリスト活用事業としては、フレイル予防の教室を年間継続的に実施
　し、セルフケアできる人を増やす。
　【令和7年度評価】
　フレイル予防教室を6回シリーズで2クール実施し、参加者も多く高い効果も得たが、セル
　フケアを継続して実施するためには、通年の教室実施が有効と考える。

６．財源の説明
　【国庫支出金】　　　　地域支援事業交付金　　　　25％ 　　 155千円
　【県支出金】　　　　　鳥取県地域支援事業交付金　12.5％　   77千円
　【その他（支払基金）】地域支援事業支援交付金　　27％　    167千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 　 221千円

節 本年度要求 本年度査定 節
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金
06

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 167 86 81 86
補助単独区分 目的区分 一般財源 221 114 107 114

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】
　高齢者がフレイル予防に取り組めるように講演会を行う。またフレイル度チェックリス
　ト活用事業としてフレイル予防教室をR7年度より拡大して通年で実施をする。
　【必要性】
　高齢者が要介護状態とならず、可能な限り在宅で自立した生活が送れるようフレイル予
　防についての普及啓発を行い、早い段階から意識の高揚を図る対策を行う必要がある。

２．根拠法令

本年度要求 本年度査定

恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 42 42 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

地域支援事業費 項 一般介護予防事業費 01 一般介護予防事業費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業

0002 介護予防普及啓発事業 (簡略番号：035524) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 620 319 301 319 132

財
源
内
訳

国庫支出金 155 79 76 79
県支出金 77 40 37 40

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
03款 03項 01目 000100000事業 地域包括支援センター運営経常経費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

国庫支出金 03020202001 現年度分介護予防・日常生活支 39 49
都道府県支出金 05020102001 現年度分介護予防・日常生活支 19 25

その他 09020101001 現年度分居宅支援サービス計画 5,360 4,671

12 委託料 3,804 3,804 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 497 497 予備費
14 工事請負費
15

科目名称 本年度当初 前年度当初

償還金､利子及び割引料

08 旅費 62 62 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 寄附金

公課費

　〇　その他分
　【その他（雑収入）】居宅支援サービス計画費収入　　5,360千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　7,377千円

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第5次湯梨浜町総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第9期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【SDGｓ目標】目標３　すべての人に健康と福祉を

５．本年度の計画効果
　①介護予防サービスのケアプランの作成と評価を行う。
　②高齢者に関する様々な相談を受け、必要なサービスにつなげる。
　③地域の協力体制づくりを支援する。
　【令和7年度評価】
　　地域包括支援センターの人員体制を維持することにより、主要事業を適切に行うことが
　できた。また、必要に応じて居宅介護支援事業所に委託することにより、個々の状況に応
　じた適切なケアプランの作成を行うことができた。

原材料費

６．財源の説明
　○　認知症サポーター養成・地域ケア会議分

合　計 12,841 12,841

財源 科目コード

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 5,627 5,627 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費
03 職員手当等 1,538 1,538 18 負担金､補助及び交付金

扶助費
05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 72 72 22

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】
　　地域包括支援センターは、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な
　援助を行うことにより、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援するこ
　とを目的に設置している。
　【主要事業】
　①介護予防ケアマネジメント　②総合相談・支援　
　③権利擁護　　　　　　　　　④包括的・継続的ケアマネジメント

２．根拠法令
　介護保険法　　地域支援事業実施要綱

04 共済費 1,209 1,209 19

29 29 25
11 役務費 3 3 26

　【国庫支出金】地域支援事業交付金　　　　 　39千円
　【県支出金】　鳥取県地域支援事業交付金　 　19千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　 　46千円

25 △6 20
事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 5,360 4,671 689 4,671
補助単独区分 目的区分

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

地域支援事業費 項 包括的支援事業・任意事業費 01 包括的支援事業・任意事業費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業

0001 地域包括支援センター運営経常経費 (簡略番号：025010) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 12,841 10,859 1,982 10,203 9,705

財
源
内
訳

国庫支出金 39 49 △10 375
県支出金 19

一般財源 7,423 6,114 1,309 5,137
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
03款 03項 01目 001500000事業 成年後見制度利用援助事業

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

国庫支出金 03020202001 現年度分介護予防・日常生活支 706 707
都道府県支出金 05020102001 現年度分介護予防・日常生活支 354 353

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15

科目名称 本年度当初 前年度当初

償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 寄附金

公課費

　【県支出金】　鳥取県地域支援事業交付金　19.25％　 354千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　    775千円　　　　　　

　湯梨浜町成年後見制度における町長による審判の請求手続等に関する要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第5次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち（地域福祉の推進）
　【SDGs】目標3「すべての人に健康と福祉を」
　【第9期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　

５．本年度の計画効果
　【計画】判断能力が不十分である高齢者等に対し、必要に応じて費用の負担や後見人報酬
　の助成を行う。また、申立人が不在の場合には町長申立を実施する。
　【効果】経済的な理由や申立人の有無等の状況に関わらず、適切に制度の利用を図ること
　ができる。また、後見人等への報酬を助成することにより適切な受任団体の調整ができる

原材料費

　【令和7年度評価】後見人報酬助成申請が2名あり、年度末までにさらに2件の助成申請予
　定。町長申立については、対応中に対象者が亡くなられたため途中で終了している。財産
　管理や成年後見制度に関する相談は継続的に対応している。

合　計 1,835 1,835

財源 科目コード

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

扶助費 1,632 1,632
05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】本事業は、成年後見制度の利用に係る申立て費用及び後見人等報酬の負担
　が困難である者に対し、必要な経費を助成するものであるとともに市町村長申立てに係る
　申立て費用を負担するものである。
　【必要性】認知症等により判断能力が十分でない方の権利や財産を擁護するため、成年後
　見制度の利用を必要とする高齢者等が、経済的理由や申立人の有無にかかわらず、適切に
　制度を利用できるよう体制を整備する必要がある。

２．根拠法令
　成年後見制度の利用促進に関する法律
　老人福祉法第32条の2　　地域支援事業実施要綱
　湯梨浜町成年後見制度利用支援事業実施要綱

04 共済費 19

25
11 役務費 203 203 26

６．財源の説明
　【国庫支出金】地域支援事業交付金　　　　38.5％　  706千円

353 1 250
事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計 令和 8年 2月19日　15時23分　作成
現年 当初予算 作成者：前田　知代 （単位：千円）

地域支援事業費 項 包括的支援事業・任意事業費 01 包括的支援事業・任意事業費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業

0015 成年後見制度利用援助事業 (簡略番号：027380) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 1,835 1,835 1,298 897

財
源
内
訳

国庫支出金 706 707 △1 500
県支出金 354

一般財源 775 775 548
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 03項 01目 002700000事業 介護給付等費用適正化事業

都道府県支出金 05020102001 現年度分介護予防・日常生活支 1,133

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 5,887 5,887

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初
国庫支出金 03020202001 現年度分介護予防・日常生活支 2,266

23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 5,887 5,887 27 繰出金

　　また、短期集中予防サービスと組み合わせて実施することにより、機能維持よりも機能
　改善を重点とした介護予防サービスを組み合わせることにより、要介護状態に移行するこ
　とを遅らせ、介護給付費の縮減に繋がることが見込まれる。

２．根拠法令
　介護保険法
　地域支援事業実施要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第５次湯梨浜町総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第９期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【ＳＤＧｓ目標】目標３　すべての人に健康と福祉を

５．本年度の計画効果
　【計画】　アセスメントから計画策定までのシステムを導入し、アセスメント、プランの
　質を統一化し、被保険者に適した事業等を提供することで、要支援・総合事業対象者の給
　付費の適正化を図る。
　【効果】　介護予防のケアマネジメントの質向上により、具体的な目標設定ができるよう
　になり、生活機能改善に繋がり、認定率の抑制に繋がる。

６．財源の説明
　【国庫支出金】地域支援事業交付金　　　　38.5％　   　2,266千円
　【県支出金】　鳥取県地域支援事業交付金　19.25％　  　1,133千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　2,488千円
　　　　　　　　

節 本年度要求 本年度査定 節
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金
06

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 一般財源 2,488 2,488

事業期間 新規･継続 新規 臨･経 地方債

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　介護予防ケアマネジメントＩＣＴを利用することにより、適切なケアマネジメントを行
　い、高齢者の適切なサービス利用に繋げる。
　【事業の必要性】
　　身体等の機能低下した高齢者が、本人の状態に合った介護予防事業を利用することで、
　心身機能の回復を図ることができる。そのためには包括支援センターの職員が適切にケア
　マネジメントをする必要がある。ＩＣＴツールを使用することでケアマネジメントの質向
　上、作成時間の短縮を図り、給付費の削減、給付費の適正化にも繋げることができる。

本年度要求 本年度査定

恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

地域支援事業費 項 包括的支援事業・任意事業費 01 包括的支援事業・任意事業費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業

0027 介護給付等費用適正化事業 (簡略番号：038627) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 5,887 5,887

財
源
内
訳

国庫支出金 2,266 2,266
県支出金 1,133 1,133

令 8. 4. 1～令 9. 3.31
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 03項 01目 002800000事業 フレイル予防大作戦

繰出金

14 工事請負費
15 原材料費 合　計 2,314 2,314

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

　に合った教室などに繋げ、町民の認知症予防及びフレイル予防を図ると共に、データ
　を収集、分析、蓄積を行い、さらなる事業の強化に繋げていく。

10 需用費 42 42 25 寄附金
11 役務費 57 57 26 公課費
12 委託料 1,375 1,375 27

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

19 扶助費

　【令和7年度評価】フレイルチェックプログラム、ロコタス、物忘れ相談プログラムの活
　用により、対象者の早期発見や早期に介護予防事業等への勧奨を行うことができた。

６．財源の説明
　【一般財源】　2,314千円　　
　

13 使用料及び賃借料 840 840 予備費

　【SDGｓ目標】目標３　すべての人に健康と福祉を

５．本年度の計画効果
　【計画及び効果】町公式LINEに「フレサポforLINE]を導入しフレイル度チェックの機会を
　増やした。また、健診や地域サロン等の場で物忘れ相談プログラムの実施することにより
　、軽度認知障がいやフレイル傾向にある高齢者等を早期に発見し、高齢者それぞれの状態

補助単独区分 目的区分 一般財源 2,314 2,327 △13 2,327

１．事業の概要と必要性
　【事業概要】
　　高齢者ができる限り長く在宅で自立した、その人らしい生活を送ることができるよう、
　要介護状態になる可能性の高いMCI（軽度認知障がい）やフレイル傾向の高齢者を早期に
　発見・予防するため、物忘れプログラム及びフレイルチェックプログラムを導入して対象
　者の判定や分析を行い、介護予防事業等を高齢者の状態に応じて体系化することで、町民

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費

２．根拠法令
　○介護保険法　○地域支援事業実施要綱
　○湯梨浜町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱　○湯梨浜町地域支援事業実施要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第5次湯梨浜町総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第9期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費

05 災害補償費

23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

地域支援事業費 項 包括的支援事業・任意事業費 01 包括的支援事業・任意事業費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

県支出金

　の認知症予防及びフレイル予防を図る。
　【必要性】　高齢者ができるだけ要介護状態にならないで、元気で自立した生活を送るこ
　とができるよう機器活用や事業体系化等による総合的な予防事業に取り組む必要がある。

20 貸付金

事業

0028 フレイル予防大作戦 (簡略番号：041646) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 2,314 2,327 △13 2,327 4,339

財
源
内
訳

国庫支出金

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

06款 01項 02目 000100000事業 国庫支出金等返還金

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

15 原材料費 合　計 109,803 109,803

財源 科目コード 科目名称 本年度当初 前年度当初

11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

19 扶助費

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

一般財源 109,803 86,911 22,892 105,210

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　令和7年度事業実績に基づく国・県への各種精算返納金を計上する。
　【事業の必要性】
　補助金等を適正に執行する。

２．根拠法令
　　介護保険法

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第５次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第９期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【ＳＤＧｓ】目標３「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】　
　令和7年度に概算交付を受けた介護給付費負担金（国・県・支払基金）について、それ
　ぞれ実績に基づき超過額を精算返納する。
　【前年度実績】
　実績に応じて返納を行った。

６．財源の説明
　【一般財源】109,803千円

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料 109,803 109,803
08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

事業

0001 国庫支出金等返還金 (簡略番号：019050) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 109,803 86,911 22,892 105,210 94,545

財
源
内
訳

県支出金
事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分

歳出予算事業概要書令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

諸支出金 項 償還金及び還付加算金 02 償還金 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

国庫支出金

17

－　18　－



款 06 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
06款 01項 02目 000200000事業 一般会計繰出金

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

その他 04010201001 地域支援事業支援交付金 287 342

12 委託料 27 繰出金 4,301 4,301
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15

科目名称 本年度当初 前年度当初

償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 寄附金

公課費
　【第５次総合計画】ふれあい誰もが健康長寿で暮らすまち
　【第９期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【ＳＤＧｓ】目標３「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】　
　重層的支援体制整備事業に移行した３つの事業の介護保険料が負担する金額を、介護特
　別会計から一般会計に繰り出すことで、制度に則した事業が提供ができる。
　【前年度評価】
　適切に特別会計を運営した。

６．財源の説明
　【その他（支払基金）】　　287千円　　
　【一般財源】　　　　　　4,014千円

原材料費 合　計 4,301 4,301

財源 科目コード

節 本年度要求 本年度査定 節 本年度要求 本年度査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

扶助費
05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】　
　重層的支援体制整備事業へ移行した事業の保険料負担分を一般会計に繰り出すもの。
　【事業の必要性】
　適切な予算執行のため。

２．根拠法令
　社会福祉法

３．用地の状況

４．基本計画との関連

04 共済費 19

25
11 役務費 26

事業期間 令 8. 4. 1～令 9. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 287 342 △55 249
補助単独区分 目的区分 一般財源 4,014 4,910 △896 4,084

歳出予算事業概要書

△951 4,333 2,953

令和 8年度 026 介護保険特別会計
現年 当初予算 （単位：千円）

諸支出金 項 償還金及び還付加算金 02 償還金 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業

0002 一般会計繰出金 (簡略番号：041507) 区　　分 本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算
事 業 費 4,301 5,252

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金
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